
長野県企業の経営・人事労務に関する動向調査


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年１１月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人長野県経営者協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労 務 管 理 委 員 会

①調査目的：この調査は、会員事業所の経営・人事労務に関する動向を把握し、もって会員事業所の春季労使交渉・協議の参考に資することを目的といたします。
②調査対象：本会全会員事業所
③問い合わせ並びに送付先：
　　　　　　〒380-0838　長野市県町584　一般社団法人長野県経営者協会　労政部 宛
　　　　　　ＴＥＬ：026-235-3522（代）　ＦＡＸ：026-235-3529
　　　　　　Ｅ-mail：rosei@nea.or.jp
④締め切り：令和８年１１月３０日（月）までにご回示いただきたく。
⑤調査基礎事項：
	（１）
	事業所名
	
	
記入者

役職・氏名

Ｅ-mail

ＴＥＬ
	


　　　　　　＠




　　（２）規模分類
　　（会社全体の常用従業員数、本社・工場・営業所等全てを含む人数の該当番号に○印）
	1
	 ～99人

	2
	  100人～299人

	3
	  300人～499人

	4
	  500人～999人

	5
	1,000人～



　　（３）業種分類（業種が2つ以上にわたる場合は従業員が多数の業種に○印）
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16

	食料品製造業
	出版・印刷業
	化学製品製造業
	金属製品製造業
	機械機具製造業
	輸送用機器製造業
	電気機器製造業
	精密機器製造業
	その他製造
	建設業
	卸・小売業
	金融・保険業
	私鉄バス業
	運輸・倉庫業
	電力ガス業
	サ｜ビス業



⑥その他：この調査結果については、個別事業所名等、一切公表しません。
（こちらはご記入不要です）
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企番　 支部　 規模　業種
〔記入上のお願い〕
　以下、項目ごとに該当する番号にチェック及び該当箇所に数値等を記入してください。

１．売上高・経常利益・従業員数・残業時間・雇用動向・設備投資の増減並びに仕入価格・販売価格等の変動等について

〔注意事項〕
今年度上期は２０２６年４月１日～９月３０日、今年度下期は２０２６年１０月１日～
　２０２７年３月３１日としてお答えください。昨年度についても同様の区分とします。

Ⅰ）売 上 高
　a）今年度下期予測は今年度上期実績に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない　　　　□④分からない

Ⅱ）経常利益
　a）今年度下期予測は今年度上期実績に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない　　　　□④分からない

Ⅲ）常用従業員数（役員を除く）
　a）今年度下期の常用従業員数の予測は今年度上期に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない

Ⅳ）今年度と比較した次年度（２０２７年４月入社予定）の新卒採用人員数について
　a)高等学校卒業生の採用について
　　 □①増やす　　　□②減らす　　　□③変わらない　　　□④採用がない
　b）専門学校・短期大学卒業生の採用について
　　 □①増やす　　　□②減らす　　　□③変わらない　　　□④採用がない
　c）大学卒業生の採用について
　　 □①増やす　　　□②減らす　　　□③変わらない　　　□④採用がない

Ⅴ）パートタイマー・臨時・嘱託・契約社員等、有期の雇用契約社員数
　a）今年度下期の有期雇用契約社員数の予測は今年度上期に比べて
　　 □①増える　　□②減る　　□③変わらない　　□④有期雇用契約社員はいない

Ⅵ）派遣労働者・請負労働者等、非直用労働者数
　a）今年度下期の非直用労働者数の予測は今年度上期に比べて
　　 □①増える　　□②減る　　　□③変わらない　　□④非直用労働者はいない

Ⅶ）残業時間数
　a）今年度下期予測は今年度上期実績に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない

Ⅷ）設備投資額
　a）今年度計画は昨年度実績に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない
　b）次年度計画は今年度見込み計画に比べて
　　 □①増える　　　□②減る　　　　□③変わらない

Ⅸ）仕入価格
　a）今年度予測は昨年度実績に比べて
　　 □①上がる　　□②下がる　　　　□③変わらない
　b）次年度予測は今年度予測に比べて
　　 □①上がる　　□②下がる　　　　□③変わらない

Ⅹ）販売価格
　a）今年度予測は昨年度実績に比べて
　　 □①上がる　　□②下がる　　　　□③変わらない
　b）次年度予測は今年度予測に比べて
　　 □①上がる　　□②下がる　　　　□③変わらない

Ⅺ）仕入れ価格上昇の場合の販売価格への転嫁
　　 □①十分に転嫁できている □②一部は転嫁できている □③全く転嫁できていない　　□④分からない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②③の場合のみ、下記の質問にお答えください。

＊「一部は転嫁できている」「全く転嫁できていない」と回答した企業の経営への影響
　　　 □①現在、厳しい経営状態にある　　□②今後、厳しい経営状態に陥る懸念がある　
□③懸念はない                    □④分からない

Ⅻ）原材料費・人件費・物流費・エネルギーコストの自社製品・サービスへの価格転嫁状況（複数回答可）
＊各コストについて、概ね価格転嫁ができている項目にチェックしてください。
　　 □①原材料費　　□②人件費　　□③物流費　　□④エネルギーコスト

２．現状の景況感について
　　 □①景気は着実に上昇している　　　　 □②景気は緩やかながら上昇している
　　 □③景気に変化は感じられない　　 　　□④景気は緩やかに下降している
□⑤景気は下降したまま停滞している　 □⑥景気は急速に下降している

３．来年度の景気見通しについて
　　 □①景気は拡大する　　 　　　　 □②景気は緩やかに拡大する
　　 □③景気は横ばい状態が続く　　　□④景気は緩やかに後退する
　　 □⑤景気は急速に後退する        □⑥分からない

４．物価・エネルギー価格高騰、海外情勢不安、円安、トランプ関税による企業経営への影響等について
Ⅰ）物価・エネルギー価格高騰、海外情勢不安が企業経営に与える影響について
□①プラスの影響を受けている
□②マイナスの影響を受けている
□③プラス・マイナス両方の影響がある
□④影響はない
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅱ）円安が企業経営に与える影響について
□①プラスの影響を受けている
□②マイナスの影響を受けている
□③プラス・マイナス両方の影響がある
□④影響はない
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）トランプ関税が企業経営に与える影響について
□①プラスの影響がある
□②マイナスの影響がある
□③プラス・マイナス両方の影響がある
□④影響はない
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅳ）２０２５年上期（２０２５年４～９月）の売上高を[１００]とした場合の２０２６年上期（２０２６年４～９月）の割合について
□①１００以上　□②９０～９９　□③８０～８９　□④７０～７９
□⑤６０～６９　□⑥５０～５９　□⑦４０～４９　□⑧３０～３９
□⑨２０～２９　□⑩１０～１９　□⑪　０～　９　□⑫その他（具体例：　　　　　）

Ⅴ）現在の資金繰りの状況について
□①全く問題ない　□②若干の懸念がある　□③非常に厳しい状況にある
□④回答できない　□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５．２０２６年年末賞与・一時金並びに２０２７年春季労使交渉・協議について
〔注意事項〕
①賞与・一時金の金額並びに月数は、正社員（役員を除く）平均でご回答ください。
　なお、パートタイマー、臨時・嘱託等は含みません。
②春季労使交渉時の賃金改定には、『自動昇給』、『査定昇給』、『昇進昇格昇給』の全てを含
　めてご回答ください。

Ⅰ）２０２６年年末賞与・一時金について
　a）２０２５年年末賞与・一時金との比較
　　 □①増額（とする予定）　□②同額（予定）　□③減額（予定）　□④未定
　　 □⑤2026年年末賞与・一時金は不支給のため比較できない

　b）２０２６年夏季賞与・一時金との比較
　　 □①増額（とする予定）　□②同額（予定）　□③減額（予定）　□④未定
　　 □⑤2026年年末賞与・一時金は不支給のため比較できない

　c）２０２６年年末賞与・一時金の金額及び月数について
　　 □①決定している　□②決定していない　□③未定（今後、交渉予定）
　　　　　　　　
　　　　　　　　①決定している場合のみ、下記の金額・月数をご記入ください。
　　　　　　　　
　　　＊金額（　　　　　）円，月数（　　　　　）ヵ月【正社員平均でご記入願います】

Ⅱ）２０２７年春季労使交渉・協議について
　a）直近５年間でベースアップを実施した年度について（あてはまるものすべて/複数回答可）
　 　□①２０２２年度　□②２０２３年度　□③２０２４年度　□④２０２５年度
　　 □⑤２０２６年度　□⑥そもそも賃金制度上にベースアップという概念がない
　　 □⑦直近５年間でのベースアップは実施していない

　b）２０２６年における賃金改定の実施状況について
　　 □①昇給・ベアともに実施（設問ｃ）へ）　 □②昇給実施、ベアなし
　　 □③昇給・ベアともに実施せず　　　　　　 □④昇給抑制
　　 □⑤賃金引下げ
上記b）で「①昇給・ベアともに実施」とご回答された事業所のみ、設問ｃ）にお答えください。

c）基本給のベースアップを実施した企業における具体的な配分方法について（複数回答可）
　　□①一律定額配分
□②一律定率配分
□③若手層（３０歳程度まで）への重点配分
　　□④中堅層（３０～４５歳程度まで）への重点配分
　　□⑤子育て世代（２０～４５歳程度）への重点配分
　　□⑥ベテラン層（４５歳以上）への重点配分
□⑦人事評価・成果などに応じた査定配分
□⑧職務・資格別の配分
　　□⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　d）直近１年間程度における物価上昇への対応として実施した施策について（複数回答可）
　　□①ベースアップ（一律配分のほか、重点配分を含む）
□②生活関連手当（生活補助手当、食事手当など）の増額
□③手当の新設（インフレ手当、物価対応手当など）
□④賞与・一時金（ボーナス）への加算
□⑤一時金（ボーナス以外）の支給
□⑥マイカー通勤手当の増額
　　□⑦対応していない
　　□⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　e）２０２６年春季労使交渉・協議において、賃金改定、賞与・一時金以外の項目で議論した事項及び実施することとされた措置について
　　議論した事項（複数回答可） 
□①時間外労働の削減
□②年次有給休暇の取得促進
□③裁量労働制の導入・見直し
□④フレックスタイム制の導入・見直し
□⑤勤務間インターバル規制の導入・拡充
□⑥テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充
□⑦副業・兼業制度の導入・拡充
□⑧オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）
□⑨労働生産性の改善・向上策（業務遂行法の見直しやデジタル化の推進など）
□⑩育児関連施策の導入・拡充
□⑪介護関連施策の導入・拡充
　　 □⑫治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充
　　 □⑬退職一時金・年金制度の見直し
　　 □⑭法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）
　   □⑮定年の延長・廃止
□⑯定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善
□⑰ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）
□⑱人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）
□⑲社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制
□⑳社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）
□㉑社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）
□㉒社内外のハラスメント対策の導入・拡充
□㉓その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　実施することとされた措置（複数回答可） 
□①時間外労働の削減
□②年次有給休暇の取得促進
□③裁量労働制の導入・見直し
□④フレックスタイム制の導入・見直し
□⑤勤務間インターバル規制の導入・拡充
□⑥テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充
□⑦副業・兼業制度の導入・拡充
□⑧オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）
□⑨労働生産性の改善・向上策（業務遂行法の見直しやデジタル化の推進など）
□⑩育児関連施策の導入・拡充
□⑪介護関連施策の導入・拡充
　　 □⑫治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充
　　 □⑬退職一時金・年金制度の見直し
　　 □⑭法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）
　   □⑮定年の延長・廃止
□⑯定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善
□⑰ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）
□⑱人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）
□⑲社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制
□⑳社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）
□㉑社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）
□㉒社内外のハラスメント対策の導入・拡充
□㉓その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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　f）２０２７年における賃金改定の実施予定（意向・動向）について
　　 □①昇給・ベアともに実施予定　　　　　　□②昇給実施、ベアなし予定
　　 □③昇給・ベアともに実施しない予定　　　□④昇給を抑制する予定
　　 □⑤賃金引下げ予定　　　　　　　　　　　□⑥未定

　g）２０２７年における賃金改定にあたって考慮する要素について（複数回答可）
　　 □①経済・景気の動向　□②物価の動向　　　□③企業業績　　□④生産性の向上
　　 □⑤雇用の維持・安定　□⑥労使関係の安定　□⑦人材確保・定着率の向上
　　 □⑧昨年の妥結額・率　□⑨世間相場　　　　□⑩税・社会保険料負担の増大
　　 □⑪最低賃金の上昇　　□⑫その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　）

６．賃金改定に当たって、重視する経営指標について（複数回答可）
　　 □①人件費関連指標　　□②付加価値額関連指標　　□③売上高関連指標
　　 □④利益関連指標　　　□⑤労働分配率　　　　　　□⑥配当額・率
　　 □⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７．望ましい賃金決定のあり方について
　　 □①定期昇給のみとし、成果や業績はベアではなく、賞与に反映させていくべき
　　 □②定期昇給制度を廃止し、成果や業績による賃金決定とすべき
　　 □③定期昇給を中心として必要に応じベアを行うべき
　　 □④定期昇給並びにベアを行い、政府・労働組合等の要請に応えるべき
　　 □⑤もともと定期昇給やベースアップという概念はない
　　 □⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

８．賞与・一時金の決定方法について
Ⅰ）賞与・一時金総額（原資）の決定方法について
　　 □①業績連動制（企業業績決定時にある数式に当てはめ自動的に賞与・一時金の金額並びに月数が決まる方式）により決定（設問Ⅱへ）
　　 □②その都度、労働組合等との交渉により決定
　　 □③会社側の裁量・判断により決定
　　 □④その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記Ⅰ）で「①業績連動制」とご回答された事業所のみ、設問Ⅱ）にお答えください。

Ⅱ）業績連動制を取り入れている場合の具体的な基準項目について（複数回答可）
　　 □①生産高、売上高を基準とする　□②付加価値を基準とする
　　 □③営業利益を基準とする　　　　□④経常利益を基準とする
　　 □⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　）

９．昨今の人事課題について（複数回答可）
　　 □①特に課題はない
　　 □②労働時間の適正な把握・管理
□③人的資本経営の推進と経営戦略に連動した人事戦略の構築
　　 □④人財の確保と育成
　　 □⑤リスキリングを含むリカレント教育等の実施と推進
□⑥若年社員の早期離職防止と人材の定着・エンゲージメント向上
□⑦管理職のマネジメント能力向上と次世代リーダーの育成
□⑧技能・技術の伝承と熟練人材の知識・ノウハウの継承
　　 □⑨メンバーシップ型雇用システムの見直し（新卒一括採用、長期・終身雇用、年功型賃金、OJT中心の企業内人材育成等）
　　 □⑩新卒採用者の初任給アップに伴う社内不均衡の是正
　　 □⑪ジョブ型人事制度など賃金制度改革
　　 □⑫パートタイム・有期雇用労働法、最高裁判決、同一労働同一賃金ガイドライン改正による非正規社員の処遇改善
　 　□⑬定年制の見直しと高年齢者の処遇改善
　　 □⑭７０歳までの就業確保措置（努力義務）を踏まえた改正高年齢者雇用安定法への対応
　　 □⑮ダイバーシティへの対応
□⑯仕事と家庭の両立支援
□⑰治療と就業の両立支援
　　 □⑱女性が働き続けられる環境の整備
　　 □⑲男性の家事・育児の促進に関する施策の展開・育児休業の取得促進
　　 □⑳テレワークを軸とする福利厚生施策と柔軟な働き方
　　 □㉑職場におけるハラスメント対策
　　 □㉒職場におけるメンタルヘルス対策
　　 □㉓デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への対応
□㉔生成ＡＩ等の活用に伴う業務・職務の再設計と人材活用
□㉕個人情報・プライバシーの保護と適正な管理（情報漏えい対策、生成ＡＩの利用ルール整備等）
□㉖労働力人口の減少に対応した省人化・労働生産性の向上
　　 □㉗人員削減を含む事業構造改革
□㉘その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０．有期雇用契約社員・パートタイム社員（除く定年後再雇用者）等の賃金引上げ、処遇改善について
Ⅰ）昇給制度の導入状況について
　　 □①導入している　□②導入していない　□③有期雇用契約社員等はいない

Ⅱ）賞与・一時金制度について
　　 □①導入している　□②導入していない　□③有期雇用契約社員等はいない

Ⅲ）退職金制度（退職慰労金を含む）について
　　 □①導入している　□②導入していない　□③有期雇用契約社員等はいない

１１．働き方改革に向けた取組みについて
Ⅰ）社員の労働時間の管理方法について（複数回答可）
　　 □①タイムレコーダー（紙、ＩＣカード、勤怠システム等）による打刻
　　 □②管理職による確認・記録
　　 □③社員による自己申告・記録
　　 □④パソコンの使用時間による記録
　　 □⑤職場・事業場への入退館記録との連携
　　 □⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅱ）社員の時間外労働の申請・承認方法について（複数回答可）
　　 □①前日までの事前申請・承認が原則
　　 □②当日の時間外労働開始前までの申請・承認が原則
　　 □③事前申請・承認が原則だが、事後申請・承認も認めている
　　 □④事後申請・承認が原則
　　 □⑤システム打刻による自動承認（申請不要）
　　 □⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）社員の労働時間の適正化の取組みについて（複数回答可）
　　 □①勤怠システムによる時間外労働の通知・警告
　　 □②管理職や人事部門による時間外労働の削減の呼びかけ・警告
　　 □③１日あたりの時間外労働の上限を設定
　　 □④週または月の時間外労働の上限を設定
　　 □⑤勤務間インターバル制度の導入・運用
　　 □⑥オフィスの自動消灯時間を設定
　　 □⑦サーバーや業務システムへのアクセス可能時間を設定
　　 □⑧管理職の人事考課項目に部下の「時間外労働の削減」を設定
　　 □⑨社員の人事考課項目に「時間外労働の削減」を設定
　　 □⑩ノー残業デーの設定・運用
　　 □⑪年次有給休暇取得の促進
　　 □⑫業務の削減やプロセスの見直し
　　 □⑬ＤＸ・ＡＩの活用による業務効率化
　　 □⑭業務委託やアウトソーシングの活用
□⑮その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅳ）社員の労働時間適正化に関する課題について（複数回答可）
　　 □①業務量が多く時間外労働が発生
　　 □②人員不足により時間外労働が発生
　　 □③時間外労働の削減が先行して業務の停滞や利益の減少が発生
　　 □④管理職の業務負担が増大
　　 □⑤時間外労働の申請・承認フローにより急な残業や業務調整への対応が困難
　　 □⑥残業をしても「成長を実感できる仕事をしたい」「区切りのいいところまで働きたい」とのニーズへの対応が困難
　　 □⑦業務の削減やプロセス見直しの未着手・停滞
　　 □⑧ＤＸ・ＡＩの活用による業務効率化の未着手・停滞
□⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１２．近年の大幅な最低賃金引き上げに伴う諸問題について（複数回答可）
　　 □①特に問題はない
□②答申から発効までの期間が非常に短く、短期間での対応を迫られる
　　 □③就業調整を行う労働者の年収要件内で就業できる労働時間が減少する
　　 □④就業調整を行う労働者の就業調整の開始時期の早期化に伴い年末の人手が不足
する
　　 □⑤雇用が維持できない
　　 □⑥雇用維持に深刻な影響がある
　　 □⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１３．現在の雇用状況について
　　 □①雇用余剰　　□②雇用余剰と人材不足の両面がある　　□③人材不足
　　 □④適正　　　　□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


１４．新卒採用（２０２７年４月入社・学歴区分なし）の動向等について
Ⅰ）２０２７年４月入社の新卒採用の有無について
　　 □①採用あり（以降の設問へ）　　□②採用なし

上記Ⅰ）で「①採用あり」とご回答された事業所のみ以降の設問にお答えください。

Ⅱ）新卒採用における採用方法と今後の方向性について
　a）現状導入している採用方法について（複数回答可）
　　 □①新卒一括採用　　□②通年採用　□③ジョブ型採用　□④職種別・コース別採用
　　 □⑤リファラル採用（自社の従業員から友人や知人などを紹介してもらう手法）
　　 □⑥人材紹介　　　　□⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　）

　b）今後割合を増やしたい採用方法について（複数回答可）
　　 □①新卒一括採用　　□②通年採用　□③ジョブ型採用　□④職種別・コース別採用
　　 □⑤リファラル採用　□⑥人材紹介　□⑦特になし（現状の採用方法を維持する）
□⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）新卒採用充足率について
　 ➊充足率（　　　　　　％）（2027年4月入社新卒者数÷2027年4月入社採用計画者数×100）

Ⅳ）前年（２０２６年４月）入社の新卒採用と比べた増減について
　　 □①増加（設問Ⅴへ）　 □②減少（設問Ⅵへ）　 □③変化なし
Ⅴ）対前年比の増加率並びに増加理由について
　　 ➊増加率（　　　　　　％）（2027年4月入社新卒者数(*)÷2026年4月(*)×100）-100
　　 ➋増加理由について【複数回答可】
　　　□①業績の回復、事業拡大　　　　　　□②応募者の増加
　　　□③採用基準に見合う学生の増加　　　□④内定辞退者が予想を下回った結果
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅵ）対前年比の減少率並びに減少理由について
　　 ➊減少率（　　　　　　％）（2027年4月入社新卒者数(*)÷2026年4月(*)×100）-100
　　 ➋減少理由について【複数回答可】
　　　□①業績の停滞、悪化、事業縮小　　　□②応募者の減少
　　　□③採用基準に見合う学生の減少　　　□④内定辞退者が予想を上回った結果
　　　□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅶ）若手社員の職場定着状況の改善に向けて有効だと考える施策について【複数回答可】
　　 □①職場での良好な人間関係の構築（コミュニケーション力の強化やハラスメント防止等）
□②能力や適性に合った配置、納得性の高い評価制度の整備・運用
□③労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進
□④キャリアパスや企業ビジョン・企業理念の見える化
□⑤能力開発の強化（自己啓発機会の付与、研修の充実等）
□⑥相談体制の整備・拡充（メンター制度の導入、社内相談窓口の設置等）
□⑦ワーク・ライフ・バランス支援策や福利厚生の拡充
□⑧給与水準の見直し
□⑨募集・採用機能の強化（企業情報の積極的な開示、採用担当者の増員等）
□⑩その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅷ）過去３年における新卒採用者の初任給引上げの有無等について
　a）初任給引上げの有無について
　　 □①引上げあり（以降の設問へ）　      □②引上げなし
□③過去３年間での新卒採用者はいない

上記Ⅷ）a）で「①引上げあり」とご回答された事業所のみ、以降の設問にお答えください。

　b）初任給引上げの要因について（複数回答可）
□①物価上昇への対応　　　□②既存社員のベースアップ　　　□③人材確保
□④他社引上げに伴う影響　□⑤社員のエンゲージメント向上
□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　C）初任給引上げの原資について
□①既存社員を含めた給与等人件費の原資内で調整
□②新たに初任給引上げの原資を追加
□③その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　d）初任給引上げに伴う既存社員の給与水準ついて
□①既存社員を対象にベースアップ等を行わず、新入社員との賃金水準に逆転が生じており、経過措置等対策を講じている
□②従来の賃金カーブを維持するために、既存社員を対象にベースアップ等を行った
□③既存社員を対象にベースアップ等を行ったが、従来より新入社員との賃金水準の差が縮小している
□④既存社員を対象にベースアップ等を行わなかったが、新入社員との賃金水準に逆転は生じていない
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１５．定年後再雇用者の待遇等について
Ⅰ）貴社における正社員（＊期間の定めのない社員）の定年年齢について
　　□①６０歳　□②６１歳　□③６２歳　□④６３歳　□⑤６４歳　□⑥６５歳
□⑦６６歳以上　□⑧定年制なし　□⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　）
上記Ⅰ）で「①６０歳から⑤６４歳」とご回答された事業所のみ、以降の設問にお答えください。

Ⅱ）貴社における正社員（＊）の定年年齢引き上げに関する検討状況について
　　 □①既に定年年齢の引き上げを決定している
□②現状において定年年齢の引き上げを検討している
□③現状において定年年齢の引き上げは全く検討していない
□④その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）フルタイムで有期雇用契約社員として勤務する再雇用者の待遇等について
　a）再雇用上限年齢について
　　 □①６５歳　□②６６歳　□③６７歳　□④６８歳　□⑤６９歳　□⑥７０歳以上
□⑦定めなし

　b）再雇用者を対象とした昇給制度の有無について
　　 □①制度あり　□②制度なし

　c）再雇用者を対象とした賞与・一時金制度の有無について
　　 □①制度あり　□②制度なし

　d）再雇用者を対象とした評価制度の有無について
　　 □①制度あり　□②制度なし

　e）再雇用者を対象とした退職金（退職慰労金を含む）制度の有無について
　　 □①制度あり　□②制度なし

１６．女性管理職登用に向けた取り組みについて
Ⅰ）貴社における女性管理職登用状況について
　　ⅰ）部長相当職　　□①いる（設問Ⅱ・Ⅲへ）　　□②いない

　　ⅱ）課長相当職　　□①いる（設問Ⅱ・Ⅲへ）　　□②いない

　　ⅲ）係長相当職　　□①いる（設問Ⅱ・Ⅲへ）　　□②いない

上記Ⅰ）ⅰ）～ⅲ）で「①いる」とご回答された事業所のみ、以降の設問にお答えください。

Ⅱ）女性管理職登用によって得られた効果について【複数回答可】
　　□①性別にかかわらず、誰もが働きやすく、能力を発揮できる職場環境が整備された
□②女性人材の定着率が向上し、キャリア形成を支援する仕組みが充実した
□③女性社員の意欲・エンゲージメントが向上した
□④多様な人材の価値観や能力を生かせる組織づくりが進んだ
□⑤女性管理職やキャリア形成のロールモデルとなる人材が育成された
□⑥女性や若手をはじめ、多様な人材の採用力が向上した
□⑦企業イメージや企業ブランドの向上につながった
□⑧多様な視点を生かした商品・サービスの開発や、顧客・取引先との関係強化につながった
□⑨女性の管理職・役員への登用が進み、意思決定層の多様化につながった
□⑩育児・介護等と仕事の両立支援や、柔軟な働き方の導入が進んだ
□⑪性別による役割分担意識の解消や、アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の是正につながった
□⑫女性活躍推進の取り組みが、組織全体の生産性や企業競争力の向上につながった
□⑬特に効果は見られない
□⑭その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）貴社における女性社員の管理職登用の進捗状況に関する自己評価について
□①進んでいる　□②進んでいない（設問Ⅳへ）　□③どちらとも言えない
□④分からない

上記Ⅲ）で「②進んでいない」とご回答された事業所のみ、設問Ⅳ）にお答えください。

Ⅳ）女性管理職の登用が進んでいない理由について【複数回答可】
□①女性の正社員・管理職候補となる人材が少ない
□②管理職を希望する女性社員が少ない
□③管理職に必要な知識・能力・経験を備えた女性社員が少ない
□④女性社員に対する計画的な育成、キャリア形成支援や管理職への登用を見据えた経験付与が不足している
□⑤長時間労働や業務負担など、管理職の働き方が仕事と家庭生活との両立を難しくしている
□⑥経営層の女性管理職登用に対する理解や推進意識が十分でない
□⑦管理職や職場全体に、女性の登用・活躍を後押しする理解や意識が十分に浸透していない
□⑧昇進・昇格の基準や評価制度が、女性社員の登用を進めにくいものとなっている
□⑨育児・介護等との両立支援制度や、柔軟な働き方を利用しやすい環境が十分に整っていない
□⑩女性社員自身が、管理職になることによる責任や負担の増加に不安を感じている
□⑪女性社員の勤続年数が短い、または出産・育児等を機に離職する傾向がある
□⑫女性管理職の登用を進める必要性や具体的な目標が、社内で十分に共有されていない
□⑬ 業種・職種の特性上、女性管理職の登用が難しい
　　□⑭その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅴ）女性管理職の育成にあたって求められる社内制度や職場環境について【複数回答可】
□①性別にかかわらず、能力・適性・実績に基づく公平な採用・配置・評価・登用制度
□②テレワークやフレックスタイム制など、柔軟な働き方が可能な職場環境
□③性別にかかわらず、キャリア形成や能力開発に必要な研修・教育機会の提供
□④育児・介護等と仕事の両立を支援する制度の充実と、利用しやすい職場環境の整備
□⑤男性の育児休業取得促進など、男女双方が仕事と家庭生活を両立できる職場づく
　　り
□⑥ハラスメント防止や相互理解の促進など、誰もが安心して能力を発揮できる職場風土の醸成
□⑦経営層のリーダーシップによる女性管理職の育成・登用方針の明確化と、具体的な目標設定
□⑧キャリア形成や昇進・昇格について、気軽に相談できる支援体制の整備
□⑨メンター制度やロールモデルの提示など、女性社員のキャリア形成を支援する仕組みの導入
□⑩管理職候補者への計画的な育成、責任ある仕事やマネジメント経験を積む機会の提供
□⑪長時間労働の是正や管理職の業務負担の軽減など、管理職として働き続けやすい環境の整備
□⑫性別による固定的な役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の解消
□⑬その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１７．女性社員の健康保持・増進に向けた取組みについて
Ⅰ）女性の健康に関するサポート（福利厚生制度等）の導入状況
　　 □①導入している（以降の設問へ）
　　 □②導入していないが、導入を検討している（以降の設問へ）
　　 □③導入しておらず、導入の予定もない

上記Ⅰ）で「①導入している」「②導入していないが、導入を検討している」とご回答された事業所のみ、以降の設問にお答えください。

Ⅱ）女性社員の健康に関する具体的な取組みについて（複数回答可）
　　 □①生理有給休暇制度
　　 □②子宮頸がん、子宮体がん、乳がんなどの検診の費用補助制度
　　 □③産業医・産婦人科医など専門医と連携したアドバイスや医療機関紹介などのサポート
　　 □④不妊治療・通院のための休暇・休職制度
　　 □⑤総務・人事部門などからの女性社員に対する助言・サポート
　　 □⑥女性の健康課題に関する検診・受診のための有給休暇
　　 □⑦更年期障害のための休暇・休職制度
　　 □⑧不妊治療のための費用補助制度
　　 □⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）女性社員の健康状況に応じた柔軟な働き方に関する具体的な制度について
（複数回答可）
　　 □①治療・通院と仕事を両立するための柔軟な勤務形態の整備
　　 □②フレックス勤務、短時間勤務、時間有休など時間的勤務形態の多様化
　　 □③家族の病気や介護による休暇、仕事との両立を図るための支援
　　 □④ライフワークバランスやライフプランニングに関する研修
　　 □⑤配偶者同行制度
　　 □⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅳ）女性社員の健康に関する理解促進のための具体的な制度について（複数回答可）
　　 □①女性特有の健康課題や女性にあらわれる症状、女性の働き方サポートに関する理解促進
　　 □②育児休業やがんからの復帰サポートに関する理解促進
　　 □③管理職層をはじめとする、女性の制度利用に対するコミュニケーションの指導
　　 □④その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１８．健康経営®の取組みについて
Ⅰ）健康経営®の取組み状況について
　　□①取り組んでいる（以降の設問へ）
□②取り組んでいないが、取組みを検討している（以降の設問へ）
　　□③取り組んでおらす、取組みの予定もない

上記Ⅰ）で「①取り組んでいる」「②取り組んでしていないが、取組みを検討している」とご回答された事業所のみ、以降の設問にお答えください。

Ⅱ）健康経営の取組みによって得られた効果について（複数回答可）
　　 □①従業員の生活習慣や健康に関するリテラシーの向上
　　 □②従業員の健康増進（健康状態の改善や行動変容等）
　　 □③従業員の満足度、モチベーションの向上
　　 □④従業員間のコミュニケーションの改善・導入・拡充
　　 □⑤従業員の生産性向上
　　 □⑥労働時間の適正化、ワーク・ライフ・バランスの推進
　　 □⑦欠勤者、休業者・離職者の低下
　　 □⑧企業イメージ・企業ブランドの向上
　　 □⑨業績の向上（売上高・利益の改善）
　　 □⑩医療費の増加抑制による企業負担の軽減
　　 □⑪効果を感じられていない
　　 □⑫その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）健康経営の取組みにおける課題について（複数回答可）
　　 □①経営層のコミットメント・課題共有
　　 □②従業員の関心・取組み意欲の向上
　　 □③取組み推進に関する予算・人員確保
　　 □④取組み推進に関する連携体制の整備や役割分担
　　 □⑤各種施策の実施手順や方法
　　 □⑥健康経営戦略マップの作成や活用のあり方
　　 □⑦定量的な健康経営の効果の算出や可視化の方策
　　 □⑧健康経営に関する非財務情報の開示
　　 □⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅳ）健康経営の取組みにおける今後の関心事項について（複数回答可）
　　 □①健康状態に関わらない全従業員に対する疾病の発生予防
　　 □②生活習慣病等の高リスク者に対する重症化予防
　　 □③従業員のメンタルヘルス対策
　　 □④従業員の生産性低下防止・事故発生予防（肩こり・腰痛等の予防、転倒の予防等）
□⑤女性特有の健康関連課題への対応
□⑥高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取組み
□⑦休職後の職場復帰、仕事と治療の両立
□⑧労働時間の適正化
□⑨仕事と育児の両立
□⑩仕事と介護の両立
□⑪従業員間のコミュニケーションの促進
□⑫従業員の喫煙率低下
□⑬従業員の睡眠改善に関する取組み
□⑭定量的な健康経営の効果の算出や可視化
□⑮健康経営に関する非財務情報の開示
□⑯健康経営施策の従業員家族への展開
□⑰取引先企業や地域を巻き込んだ取組み
□⑱健康経営の国際展開（海外子会社を巻き込んだ取組み等）
□⑲特になし
□⑳その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１９．職場におけるハラスメント対策の実施状況について
Ⅰ）職場におけるハラスメント対策（パワハラ・カスハラ・求職者等ハラスメントを含む）の実施状況について
□①職場のハラスメントの予防・解決に向けた取り組みは特に実施していない
　　□②どちらとも言えない（分からない）
　　□③職場のハラスメントの予防・解決に向けた取り組みを実施している
　　　　　　　どのような施策を実施していますか。
　　実施している施策（複数回答可） 
□①企業トップからのメッセージの発信
□②ハラスメント防止規程、ガイドライン、就業規則などの社内ルールの作成
　　 □③カスタマーハラスメント対策マニュアルの策定
　　 □④従業員アンケートによるハラスメントの実態把握
　 　□⑤求職者等に対するアンケート等によるハラスメントの実態把握、および相談窓口の設置・公開
　　 □⑥管理職研修・従業員研修の実施（リモートを含む）
　　 □⑦会社の方針についての社内周知
　   □⑧相談窓口や対応責任者を決めるなどの相談・解決の場の設置
□⑨行為者に対する再発防止研修
□⑩その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅱ）職場におけるハラスメント対策を進める上での課題について【複数回答可】
□①経営層のハラスメントに対する理解・認識が不十分
□②管理職のハラスメントに対する理解・認識が不十分
□③一般従業員のハラスメントに対する理解・認識が不十分
□④ハラスメントに該当する行為の判断基準が不明確
□⑤ハラスメントの発生・兆候の把握が遅れがち
□⑥ハラスメントを容認・助長する職場風土や組織体質
□⑦ハラスメントに該当するか判断が難しい相談・申告への対応
□⑧被害を受けた従業員が相談・申告しにくい職場環境
□⑨ハラスメントの指摘や訴えを懸念した管理職の指導・注意の萎縮
□⑩相談窓口や相談対応体制の整備・周知が不十分
□⑪相談・申告後の事実確認や適切な対応が難しい
□⑫相談者・行為者双方のプライバシー保護や不利益な取扱いの防止
□⑬ハラスメント防止に向けた研修・教育が不十分
□⑭特に課題はない
　　□⑮その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２０．業務における生成ＡＩの活用状況について
Ⅰ）貴社における生成ＡＩの活用方針について
□①全社的に積極的な活用を推進している
□②一定のルールや利用条件を定めた上で、活用を推進している
□③特定の業務・部門・用途に限定して活用している
□④活用方針を検討中である
□⑤活用方針を明確に定めていない
□⑥情報漏えい等のリスクを踏まえ、利用を禁止・制限している
□⑦分からない
　　 □⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅱ）業務における生成ＡＩの活用状況について
　　 □①業務で使用中（効果は出ている）（設問Ⅲへ）
　　 □②業務で使用中（効果は測定中または不明）（設問Ⅲへ）
　　 □③トライアル中（設問Ⅲへ）
　　 □④使用を検討中
　　 □⑤検討もしていない
　　 □⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記Ⅱ）で「①～③」とご回答された事業所のみ設問Ⅲ）にお答えください。

Ⅲ）生成ＡＩ活用による効果・影響について（複数回答可）
　　 □①業務の効率化や生産性の向上、人手不足への対応につながる
□②新たなビジネスの創出や販路拡大、顧客獲得につながる
□③新たなアイデアの創出やイノベーションの促進につながる
□④情報漏えいなど、情報セキュリティ上のリスクが高まる
□⑤著作権等の知的財産権を侵害するリスクが高まる
□⑥生成内容に誤情報や偏見、不適切な表現が含まれるリスクがある
□⑦業務の再編や人員配置の見直しが必要となる
□⑧生成ＡＩを活用できる人材の育成や社員教育の見直しが必要となる
□⑨生成ＡＩを活用できない場合、他社との競争力に差が生じる
□⑩生成ＡＩの導入・運用に伴うコストが増加する
□⑪社員の業務内容や求められる能力・スキルが変化する
□⑫特に効果・影響はない
□⑬分からない
□⑭その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２１．労使コミュニケーションについて
Ⅰ）労使コミュニケーションの現状について
　　 □①非常に良い　 　□②やや良い　　 □③どちらとも言えない
□④やや悪い 　  　□⑤非常に悪い

Ⅱ）労働組合の有無について
　 □①従業員の過半数で構成する労働組合のみがある
　□②従業員の半数以下で構成する労働組合のみがある
　□③従業員の過半数で構成する労働組合と半数以下で構成する労働組合の双方がある
　□④従業員の半数以下で構成する労働組合が複数ある
　□⑤企業内労働組合はない

Ⅲ）労使協議機関および職場懇談会の有無等について
　　a）労使協議機関について　□①あり　 　□②なし
　　　　　　　　　□ⅰ）有効に機能している
□ⅱ）有効に機能していない

　　b）職場懇談会について　　□①あり　   □②なし
　　　　　　　　　□ⅰ）有効に機能している
□ⅱ）有効に機能していない

ご協力ありがとうございました。
１１月３０日（月）までに、下記宛メールまたはファックスもしくは郵送にてご送付ください。
〒３８０－０８３８　長野市県町５８４（一社）長野県経営者協会 労政部 宛
Ｅ-mail：rosei@nea.or.jp　　ＦＡＸ：０２６－２３５－３５２９
